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イ 平成10年度以降に、電気工事の元請とし
て完成引渡しが完了した次に掲げるÊ又は
Ëの基準をすべて満たす本工事と同種又は
類似の新営工事（以下「同種又は類似工事」
という。）のうち、基礎工事から完成までの
施工実績を有すること（共同企業体の構成
員としての実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。）。
なお、施工実績は、建物１棟で判断する
（ただし、増築の施工実績を提出した場合
又は建物１棟を複数工区に分割して発注さ
れている場合においてこのうち１工区以上
の新営の施工実績を提出した場合には、基
礎工事から完成までの施工実績を有する場
合に限り、当該部分を建物１棟とみなす。）
ので留意すること。
また、複合的な用途を持つ建物について
は、当該用途に係る部分及びこれに付随す
る共用部分に係る延べ面積がその過半を占
めている場合には建物全体を施工実績とし
て認める。
他方、その過半を占めていない場合には、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共
用部分に係る延べ面積のみを施工実績とし
て認める（「これに付随する共用部分」とは、
当該用途に直接的かつ専用で付随している
部分を指し、他の用途に供する部分とも共
用となっている部分は含まれない。）。
Ê 同種工事
ａ 建物用途 庁舎（法務省収容施設を
含む。）
ｂ 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲ
Ｃ造
Ｓ造については、建築基準法施行令
（昭和25年政令第338号）第１条第３
号に定める「構造耐力上主要な部分」
のうち柱及び横架材が重量鉄骨である
ものに限る。
ＳＲＣ造及びＲＣ造には、ＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。
ｃ 建物規模 延べ面積 18¶000fl以上
ｄ 工事種目 電気工事（動力設備・電
灯設備又は通信設備を含む。）

Ë 類似工事
ａ 建物用途 事務所、庁舎若しくは事
務所の類似施設

ｂ 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲ
Ｃ造
Ｓ造については、建築基準法施行令
第１条第３号に定める「構造耐力上主
要な部分」のうち柱及び横架材が重量
鉄骨であるものに限る。
ＳＲＣ造及びＲＣ造には、ＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。
ｃ 建物規模 延べ面積 18¶000fl以上
ｄ 工事種目 電気工事（動力設備・電
灯設備又は通信設備を含む。）

^ 共同企業体の代表者以外の構成員
ア 法務省の平成25・26年度における電気工
事の一般競争参加資格の認定の際に算出し
て得た総合数値が、1¶000点以上の者１者
及び950点以上の者１者の組合せであるこ
と。
イ 平成10年度以降に、電気工事の元請とし
て完成引渡しが完了した次に掲げるÊ又は
Ëの基準をすべて満たす同種又は類似工事
のうち、基礎工事から完成までの施工実績
を有すること（共同企業体の構成員として
の実績は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）。
なお、施工実績は、建物１棟で判断する
（ただし、増築の施工実績を提出した場合
又は建物１棟を複数工区に分割して発注さ
れている場合においてこのうち１工区以上
の新営の施工実績を提出した場合には、基
礎工事から完成までの施工実績を有する場
合に限り、当該部分を建物１棟とみなす。）
ので留意すること。
また、複合的な用途を持つ建物について
は、当該用途に係る部分及びこれに付随す
る共用部分に係る延べ面積がその過半を占
めている場合には建物全体を施工実績とし
て認める。
他方、その過半を占めていない場合には、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共
用部分に係る延べ面積のみを施工実績とし
て認める（「これに付随する共用部分」とは、
当該用途に直接的かつ専用で付随している
部分を指し、他の用途に供する部分とも共
用となっている部分は含まれない。）。
Ê 同種工事
ａ 建物用途 庁舎（法務省収容施設を
含む。）

ｂ 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲ
Ｃ造
Ｓ造については、建築基準法施行令
（昭和25年政令第338号）第１条第３
号に定める「構造耐力上主要な部分」
のうち柱及び横架材が重量鉄骨である
ものに限る。
ＳＲＣ造及びＲＣ造には、ＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。
ｃ 建物規模 延べ面積 4¶000fl以上
ｄ 工事種目 電気工事（動力設備・電
灯設備又は通信設備を含む。）

Ë 類似工事
ａ 建物用途 事務所、庁舎若しくは事
務所の類似施設
ｂ 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲ
Ｃ造
Ｓ造については、建築基準法施行令
第１条第３号に定める「構造耐力上主
要な部分」のうち柱及び横架材が重量
鉄骨であるものに限る。
ＳＲＣ造及びＲＣ造には、ＰＣ造及
びＰＣａ造を含む。
ｃ 建物規模 延べ面積 4¶000fl以上
ｄ 工事種目 電気工事（動力設備・電
灯設備又は通信設備を含む。）

_ 共同企業体又は単体有資格者 共同企業体
の代表者である構成員又は単体有資格者は、
次に掲げる全ての基準を満たす主任技術者又
は監理技術者（監理技術者にあっては、監理
技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を
有する者）を入札日の翌日から14日以内に本
工事に専任で配置することができること。な
お、共同企業体の代表者以外の構成員は、次
に掲げるア及びウの基準を満たす主任技術者
を入札日の翌日から14日以内に本工事に専任
で配置することができること。
ア 一級電気工事施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
イ 平成10年度以降に、元請として完成引渡
しが完了した上記２]イÊ又はËに掲げる
同種又は類似工事について、基礎工事から
完成までの経験を有する者であること（共
同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。）。
ウ 所属建設業者から入札の申込のあった日
以前に同建設業者と６か月以上の雇用関係
にあること。

` 共同企業体の構成員の数は３者とする。
a 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上とする。

b 共同企業体の代表者となる構成員は、構成
員の中で最大の施工能力を有し、かつ、出資
比率が最大であるものとする。

c 経常建設共同企業体でないこと。
d 共同企業体の競争参加資格の有効期間は、
認定の日から本件工事の完成の日までとす
る。ただし、落札者以外の者にあっては、本
工事に係る契約が締結される日までとする。

３ 総合評価に関する事項
\ 落札者の決定方法 本入札は、平成26年度
一般会計予算及び平成26年度財政投融資特別
会計予算の成立を前提とし、予算の示達を
待って落札決定とする。
入札参加者は、「価格」、「本工事における「配
管工事の品質確保に関する提案」及び「ケー
ブル配線工事の品質確保に関する提案」に関
する施工計画」並びに「施工体制」をもって
入札を行い、次の要件に該当する者のうち、
]によって得られる数値（評価値）の最も高
い者を落札者とする。
ただし、評価値の最も高い者が２者以上あ
るときは、くじを引かせて落札者を決定する。
なお、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の範囲内で発注者の定める
最低限の要求をすべて満たして入札した他の
者のうち、評価値が最も高い者を落札者とす
ることがある。
ア 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内であるこ
と。
イ 評価値が、標準点を予定価格で除した数
値（基準評価値）に対して下回らないこと。

] 総合評価の方法 上記２の競争参加資格が
あると認められた者に付与する「標準点」を
100点とし、技術提案に基づく「施工計画に
係る加算点」の最高点を20点、「施工体制に係
る加算点（以下「施工体制評価点」という。）」
の最高点を30点とする。
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